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１．はじめに 

鋼材の非破壊応力測定法の一つとして，磁歪式応力測定

法(以下，磁歪法)がある．これは，被測定物が力を受けた

際，生じる磁気ひずみの変化を電気的に検出し，予め求め

ておいた応力感度曲線（図 1）を用いて，被測定物に存在す

る応力を求めるものである 1), 2), 3)． 

 この測定法は非常に簡便であるが，いくつか問題点があ

る．まず被測定物が塑性化を伴うと磁歪法により検出され

る出力電圧が減少し，その応力を唯一に定めることが出来

なくなるということである．そのため，塑性変形を経験す

ると，同一の部材であっても塑性変形の量に依存する形で

複数の応力感度曲線を用意しなければならなくなる． 

ここで，塑性変形の量（もしくは残留ひずみの大きさ）に

依存する形で複数の感度曲線を求めるために，制御された形

式で塑性変形を生むような載荷試験等を行い，応力と出力電

圧の関係を求めることとした． 

２．載荷試験 

磁歪計測で得られる出力電圧から唯一の応力を推定するに

は使用する感度曲線が一つであることが必要だが，既往の研

究 1)により，塑性変形を経験した鋼材の応力感度曲線が初期

感度曲線とほぼ平行になることが分かっていることから（図 2 参照），初期曲線からの水平シフト量と残留ひずみの関

係を室内実験（図 3参照）により求めることとした．この実験では，供試体（SS400：800×44×12mm）を 3体用意し，

以下の載荷パターンで計測を行った．磁歪計測は，

試験体中央で行ったが，パターン毎に計測面が異な

る．カッコ内は磁歪法による計測箇所を示す． 

① 反転曲げ繰り返し試験（同一箇所） 

② 1方向曲げ繰り返し試験（凸側） 

③ 1方向曲げ繰り返し試験（凹側） 

なお繰り返し載荷を塑性域に入るまで（中央部で

の変形が最大で 70mm 程度），行うことから，ひず

みは歪ゲージではなく，供試体のたわみから幾何学

的に計算して算出した． 
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図 1 SS400の真応力‐出力電圧関係 1)に部分加筆 

図 2 シフトのイメージ 
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図 3 載荷試験概略図 
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３．試験結果 

載荷試験により得られた，ひずみと出力電

圧の関係を図 4 に示す．この図においては，

電圧が正の場合は引張り，負の場合は圧縮の

応力が生じている． 

今回の載荷試験は，同時に計測した荷重‐

ひずみ関係より，載荷初期段階において降伏

を経験した後，ほぼ一定の荷重で推移してお

り，ひずみ硬化の現象は確認できなかったの

で，塑性化の進展域は供試体表面から，ごく

僅かな距離であると考えられる． 

さらに幾何学的に得たひずみデータから供

試体表面の応力を算出し，引張域と圧縮域に

おける，残留ひずみ毎の応力と出力電圧の関

係を求めた．図 5 に圧縮域における，応力と

出力電圧の関係を示す．なお応力の計算は，

繰り返し載荷時の最大荷重がほぼ一定である

ことから，下記のように仮定した． 

線形領域(載荷時)･･･ εσ E=  

塑性域     ･･･ Yσσ =  

線形領域(除荷時)･･･ ⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛=

2
h

I
Mσ (hは桁高) 

さらに，図 5 に示される残留ひずみ毎の感

度曲線に対し，それぞれ近似式を求めた．下

記に，残留ひずみが 

-0.000008(%)の時の近似式を示す． 

ｙ＝-154.67x2+135.47x-48.659 

同様に，引張域で 14 式，圧縮域で 14 式求め

た．次に，図 6 に示すように残留ひずみと出

力電圧シフト量の関係を求めた．ここで，シ

フト量は，上述の近似式が応力 0 のラインを

横切る点（ X 切片）とした． 

４．まとめ 

 今回検討した手法では，残留ひずみが，あ

るいはひずみ履歴が明らかな被測定物であれ

ば，図 6 に示される関係から電圧シフト量を

求め，磁歪法による出力電圧値を適切な感度曲線にいれることで，応力を求めることができることを示した． 
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図 4 ひずみ‐出力電圧関係 
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図 5 圧縮域における 応力‐出力電圧関係 
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図 6 ひずみと電圧シフト量の関係 
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